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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電潜像担持体を帯電手段により帯電する帯電工程、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成する露光工程、
　現像装置を用いて、トナーと磁性キャリアを含む現像剤により前記静電潜像を現像して
トナー像を形成する現像工程、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写する転写工程、及び
　転写されたトナー像を転写材に定着する定着工程
を有する画像形成方法において、
　前記画像形成方法は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成方法
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、及び離型剤を含むトナーであり、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９０
℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が、以下の式（１）～（３）を満足する
ことを特徴とする画像形成方法。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
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【請求項２】
　前記有色トナーの１３０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Cl（１３０）と、前記透明トナーの
１３０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（１３０）が、以下の式（４）及び（５）を満足する
ことを特徴とする請求項１に記載の画像形成方法。
１．０×１０3（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（１３０）≦１．０×１０5（Ｐａ）　（４）
０．５≦Ｇ’Tr（１３０）／Ｇ’Cl（１３０）≦５．０　　　　　　　（５）
【請求項３】
　静電潜像担持体を帯電するための帯電手段、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成するための露光手段、
　トナーと磁性キャリアを含む現像剤を有し、前記現像剤により前記静電潜像を現像して
トナー像を形成するための現像手段、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写するための転写手段、及
び
　転写されたトナー像を前記転写材に定着するための定着手段
を有する画像形成装置おいて、
　前記画像形成装置は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成装置
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、及び離型剤を含むトナーであって、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９
０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が、以下の式（１）～（３）を満足する
ことを特徴とする画像形成装置。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
【請求項４】
　静電潜像担持体を帯電手段により帯電する帯電工程、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成する露光工程、
　現像装置を用いて、トナーと磁性キャリアを含む現像剤により前記静電潜像を現像し、
トナー像を形成する現像工程、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写する転写工程、及び
　転写されたトナー像を転写材に定着する定着工程
を有する画像形成方法に用いられるトナーキットおいて、
　前記画像形成方法は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成方法
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、離型剤を含むトナーであって、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９
０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が以下の式（１）～（３）を満足することを特徴
とする画像形成方法に用いられるトナーキット。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式、静電記録方式、静電印刷方式、トナージェット方式に用いら
れる画像形成方法、画像形成装置及びトナーキットに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真法を用いた画像形成装置は、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック等
の有色トナー（以下、カラートナーという）だけでなく、無色透明である透明トナーを用
いて転写材にトナー像を形成する画像形成装置が提案されている。このように透明トナー
を用いることで、様々な表現ができるようになる。例えば、透明トナーによって、シート
の画像面全体に光沢を均一に付与する方法がある。この方法では、転写材の画像面、及び
カラートナーの載っていない白地部を透明トナーで覆って光沢を付与する。
　しかしながら、これら透明トナーを用いた画像形成方法は、転写材上にカラートナー像
と透明トナー像を順次形成し、定着しなければならないため、一度に定着しなければなら
ないトナー量が増えてしまう。そのため、定着装置としては多くの加熱温度、加圧圧力を
必要とされ、それに伴い、オフセット現象や、定着後の定着部材と転写材との分離におい
て不具合が発生し易かった。
　これに対し、転写材上にまずカラートナー像だけを形成して定着してから、その上に透
明トナー像を形成して定着し、透明トナーのみに必要な、定着温度、加圧に調整すること
により耐オフセット性、分離性を改良する提案もされている。
　しかしながら、どちらの方法においても、透明トナーの画像部と白地部とで転写材状へ
のトナー乗り量が変化することにより、トナーの受ける熱量が変化し定着後トナー表層状
態に影響を及ぼす。それにより画像の光沢一様性を保つことが難しく、特に、トナーの乗
り量が少なくなる白地部においては、透明トナーが転写材に過度に浸透し、転写材の地合
いが透け出す「鬆」現象が発生し、光沢度の低下が著しかった。
　また透明トナーを用いた画像形成方法として、透明トナーを用いて、シートに、グロス
マーク、ウォーターマーク、セキュリィティマークなどのマークを形成する方法がある。
具体的には、シートの白地部に、上記のロゴなどのマークを画像形成して、透かしのよう
に用いる方法がある。或いは、シートの画像部のうち、カラートナーで画像形成した上に
、上記のロゴなどのマークを画像形成して、光沢差によって前記マークを目立たせる方法
がある。
　このようなマークの形成に用いられる透明トナーは、上記した光沢付与に用いられる透
明トナーとは異なり、カラートナーとの光沢度に差があることが好ましい。
　例えば、特許文献１及び２においては、カラートナーと透明トナーの貯蔵弾性率を調整
することにより光沢性の確保、トナーブリスター現象の抑制の提案がされている。しかし
ながら、白地部と画像部での光沢一様性の面で不十分であり、また一方で「透かし」マー
ク等の画像形成においては、カラー画像と透明画像の光沢差が不十分であり改良の余地が
あった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－７９１０６号公報
【特許文献２】特開２０１０－２３７２４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は上記問題点を解消した、有色（カラー）トナーと透明トナーを用いた画
像形成方法において、優れた定着性と耐高温オフセット性を有するとともに、光沢均一性
に優れる画像形成方法、画像形成装置及びトナーキットを提供することである。
　さらに、「透かし」マーク等の画像出力の際も十分な認識性能を満足する画像形成方法
、画像形成装置及びトナーキットを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の課題は、下記の構成のトナーにより解決することができる。
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　すなわち、本発明は、静電潜像担持体を帯電手段により帯電する帯電工程、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成する露光工程、
　現像装置を用いて、トナーと磁性キャリアを含む現像剤により前記静電潜像を現像して
トナー像を形成する現像工程、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写する転写工程、及び
　転写されたトナー像を転写材に定着する定着工程
を有する画像形成方法において、
　前記画像形成方法は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成方法
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、及び離型剤を含むトナーであり、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９０
℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が、以下の式（１）～（３）を満足する
ことを特徴とする画像形成方法に関する。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
　また、本発明は、静電潜像担持体を帯電するための帯電手段、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成するための露光手段、
　トナーと磁性キャリアを含む現像剤を有し、前記現像剤により前記静電潜像を現像して
トナー像を形成するための現像手段、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写するための転写手段、及
び
　転写されたトナー像を前記転写材に定着するための定着手段
を有する画像形成装置おいて、
　前記画像形成装置は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成装置
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、及び離型剤を含むトナーであって、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９
０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が、以下の式（１）～（３）を満足する
ことを特徴とする画像形成装置に関する。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
　さらに、本発明は、静電潜像担持体を帯電手段により帯電する帯電工程、
　帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成する露光工程、
　現像装置を用いて、トナーと磁性キャリアを含む現像剤により前記静電潜像を現像し、
トナー像を形成する現像工程、
　中間転写体を介して又は介さずに前記トナー像を転写材に転写する転写工程、及び
　転写されたトナー像を転写材に定着する定着工程
を有する画像形成方法に用いられるトナーキットおいて、
　前記画像形成方法は、イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラック
トナーからなる群から選択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカ
ラートナー画像を形成し、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成方法
であり、
　前記有色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、離型剤を含むトナーであって、
　前記有色トナーの９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９
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０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が以下の式（１）～（３）を満足することを特徴
とする画像形成方法に用いられるトナーキットに関する。
３．０×１０5（Ｐａ）≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7（Ｐａ）　　（１）
５．０×１０4（Ｐａ）≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6（Ｐａ）　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　　　　　（３）
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、有色（カラー）トナーと透明トナーを用いた画像形成方法において、
優れた定着性と耐高温オフセット性、光沢均一性、「透かし」マーク等の認識性を満足す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明に用いられる評価用サンプル画像を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明の画像形成方法、画像形成装置及びトナーキットを実施するための形態を
詳細に説明する。
【０００９】
　本発明が前提とする画像形成方法の基本構成は、静電潜像担持体を帯電手段により帯電
する帯電工程、帯電された前記静電潜像担持体を露光して静電潜像を形成する露光工程、
現像装置を用いて、トナーと磁性キャリアを含む現像剤により前記静電潜像を現像し、ト
ナー像を形成する現像工程、前記トナー像を、中間転写体を介して又は介さずに転写材に
転写する転写工程、及び転写されたトナー像を転写材に定着する定着工程を有しており、
イエロートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラックトナーからなる群から選
択される１種以上の有色トナーと透明トナーとを組み合わせてカラートナー画像を形成し
、前記転写材上の最上層に透明トナー像を形成する画像形成方法である。そして、前記有
色トナー及び透明トナーは、結着樹脂、離型剤を含むトナーであって、前記有色トナーの
９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Cl（９０）と、前記透明トナーの９０℃における貯蔵弾
性率Ｇ’Tr（９０）が以下の式を満足することを特徴とするものである。
３．０×１０5≦Ｇ’Tr（９０）≦１．０×１０7　　　　　　（１）
５．０×１０4≦Ｇ’Cl（９０）≦１．０×１０6　　　　　　（２）
７．０≦Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）≦１００．０　　　（３）
【００１０】
　すなわち、本発明者らは、カラートナーと透明トナーとを用いた画像形成方法において
、それぞれのトナーの貯蔵弾性率を制御することにより、トナー間の密着性を高め最上層
の透明トナーの剥がれ等の定着不良を抑制することができるとともに、トナー乗り量の少
ない白地部においても過度の転写材への浸み込みを抑制し光沢性を保つことを見出した。
また、透明トナーとカラートナー間で十分な光沢差があるため透明トナーによる「透かし
」画像においても、認識性に優れることを見出した。
【００１１】
　このような構成を有する本発明のトナーを用いることによる作用効果について、本発明
者らは以下のように考える。
【００１２】
　本発明に係る透明トナーは、９０℃における貯蔵弾性率をＧ’Tr（９０）が、３．０×
１０5（Ｐａ）以上１．０×１０7（Ｐａ）以下であることを特徴とする。上記範囲の貯蔵
弾性率を有することにより、定着時において十分に溶融し、透明トナー表層の平滑性を保
つとともに、過度に転写材に浸透することなく画像の光沢一様性を満足する。
【００１３】
　透明トナーの、９０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）が３．０×１０5（Ｐａ）未
満である場合、転写材への浸透が進み転写材の地合いが透け出し、光沢度の低下を引き起
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こす。Ｇ’Tr（９０）が１．０×１０7（Ｐａ）超である場合、カラートナー上層の透明
トナーの剥がれが発生し、光沢度の低下が発生する。
【００１４】
　また、本発明に係るカラートナーは、９０℃における貯蔵弾性率がＧ’Cl（９０）が５
．０×１０4（Ｐａ）以上１．０×１０6（Ｐａ）以下であることを特徴とする。上記範囲
の貯蔵弾性率を有することにより、十分な混色性が可能となると共に、耐高温オフセット
性、分離性を満足うることができる。
【００１５】
　カラートナーの、９０℃における貯蔵弾性率がＧ’Cl（９０）が５．０×１０4（Ｐａ
）未満である場合、カラートナーと透明トナーを別々に定着する際、高温オフセットが発
生するとともに、定着部材への分離性が不十分となり巻き付き等の問題が発生する。Ｇ’

Cl（９０）が１．０×１０6（Ｐａ）超である場合、透明トナーとの密着性が不十分とな
り、透明トナーの剥がれから光沢度の低下が発生するとともに、混色が不十分となり、十
分な発色が困難となる。
【００１６】
　また本発明の特徴の一つは、透明トナーの９０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（９０）と
カラートナーの９０℃における貯蔵弾性率がＧ’Cl（９０）の比Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl

（９０）が、７．０以上１００．０以下であることである。透明トナーとカラートナーの
貯蔵弾性率が上記関係を保つことにより、透明トナーとカラートナーの密着性を保つとと
もに、透明トナーによるマーク作成時においても、カラートナーとの十分な光沢差が得ら
れ認識性に優れる。
【００１７】
　Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）が７．０未満である場合、カラートナーと透明トナー
の光沢差が得られにくく、カラー画像上へのロゴマーク等の「透かし」画像の印字の際に
認識しずらくなる。Ｇ’Tr（９０）／Ｇ’Cl（９０）が１００．０を超える場合、カラー
トナーと透明トナーの密着性が不十分となり、最上層である透明トナーが、カラートナー
から剥がれ、画像の表面平滑性が乱れ、光沢度の低下が発生する。
【００１８】
　また、本発明は有色トナーの１３０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Cl（１３０）が１．０×
１０3以上１．０×１０5以下であることが、より高温／高圧力条件下での定着が必要とさ
れる高速プリント系での、透明トナーとカラートナーを一括定着する際に好ましい。
【００１９】
　Ｇ’Cl（１３０）が１．０×１０3以上であると、カラートナーを単独使用する際に、
高温オフセットが発生し難く、画像の乱れや定着部材の汚れを引き起こし難い。Ｇ’Cl（
１３０）が１．０×１０5以下であると、カラートナーと透明トナーの密着性が強まり、
透明トナーの剥がれによる光沢度の低下が発生し難い。
【００２０】
　また本発明は、透明トナーの１３０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Tr（１３０）とカラート
ナーの１３０℃における貯蔵弾性率Ｇ’Cl（１３０）の比Ｇ’Tr（１３０）／Ｇ’Cl（１
３０）が、０．５以上５．０以下であることが、同様に、より高温／高圧条件での定着が
必要とされる透明トナーとカラートナーを一括定着する際に好ましい。
【００２１】
　Ｇ’Tr（１３０）／Ｇ’Cl（１３０）が、０．５以上であると、透明トナーの貯蔵弾性
率が大きくなり高温オフセットが発生し難くなるとともに、転写材へのトナーの過度の浸
透による地合いの露出による画像の光沢度低下が発生し難い。Ｇ’Tr（１３０）／Ｇ’Cl

（１３０）が５．０以下であると、カラートナーと透明トナーの密着性が強まり、透明ト
ナーの剥がれによる光沢度の低下が発生し難い。
【００２２】
　本発明のカラートナ及び透明トナーに含有される成分について詳細を説明する。
【００２３】
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　［結着樹脂］
　本発明のトナーに使用される結着樹脂としては、特に限定されず、下記の重合体又は樹
脂を用いることが可能である。
【００２４】
　例えば、ポリスチレン、ポリ－ｐ－クロルスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレ
ン及びその置換体の単重合体；スチレン－ｐ－クロルスチレン共重合体、スチレン－ビニ
ルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチレン－アクリル酸エス
テル共重合体、スチレン－メタクリル酸エステル共重合体、スチレン－α－クロルメタク
リル酸メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ビニルメチル
エーテル共重合体、スチレン－ビニルエチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルメチル
ケトン共重合体、スチレン－アクリロニトリル－インデン共重合体などのスチレン系共重
合体；ポリ塩化ビニル、フェノール樹脂、天然変性フェノール樹脂、天然樹脂変性マレイ
ン酸樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリ酢酸ビニル、シリコーン樹脂、ポリエス
テル樹脂、ポリウレタン、ポリアミド樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂、キシレン樹脂、
ポリビニルブチラール、テルペン樹脂、クマロン－インデン樹脂、石油系樹脂などが使用
できる。
【００２５】
　これらの中で、低温定着性、帯電性制御の観点で、ポリエステル樹脂或いは、ポリエス
テル樹脂とビニル系樹脂とのハイブリッド樹脂を用いることが好ましい。
【００２６】
　本発明で好ましく用いられるポリエステル樹脂としては、「ポリエステルユニット」を
結着樹脂鎖中に有している樹脂であり、該ポリエステルユニットを構成する成分としては
、具体的には、２価以上のアルコールモノマー成分と、２価以上のカルボン酸、２価以上
のカルボン酸無水物及び２価以上のカルボン酸エステル等の酸モノマー成分とが挙げられ
る。
【００２７】
　例えば、該２価以上のアルコールモノマー成分として、ポリオキシプロピレン（２．２
）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（３．３
）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシエチレン（２．０）
－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（２．０）
－ポリオキシエチレン（２．０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
ポリオキシプロピレン（６）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等のビ
スフェノールＡのアルキレンオキシド付加物、エチレングリコール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリ
コール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブテンジオール、
１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール
、ポリテトラメチレングリコール、ソルビット、１，２，３，６－ヘキサンテトロール、
１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリ
スリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタントリオール、グリセ
リン、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブタントリオール、ト
リメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒドロキシメチルベン
ゼン等が挙げられる。
【００２８】
　これらの中で好ましく用いられるアルコールモノマー成分としては、芳香族ジオールで
あり、ポリエステル樹脂を構成するアルコールモノマー成分において、芳香族ジオールは
、８０モル％以上の割合で含有することが好ましい。
【００２９】
　一方、該２価以上のカルボン酸、２価以上のカルボン酸無水物及び２価以上のカルボン
酸エステル等の酸モノマー成分としては、フタル酸、イソフタル酸及びテレフタル酸の如
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き芳香族ジカルボン酸類又はその無水物；コハク酸、アジピン酸、セバシン酸及びアゼラ
イン酸の如きアルキルジカルボン酸類又はその無水物；炭素数６～１８のアルキル基又は
アルケニル基で置換されたコハク酸もしくはその無水物；フマル酸、マレイン酸及びシト
ラコン酸の如き不飽和ジカルボン酸類又はその無水物；が挙げられる。
【００３０】
　これらの中で好ましく用いられる酸モノマー成分としては、テレフタル酸、コハク酸、
アジピン酸、フマル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボ
ン酸やその無水物等の多価カルボン酸である。
【００３１】
　また、該ポリエステル樹脂の酸価は、１ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下で
あることがより摩擦帯電量の安定性の観点で好ましい。
【００３２】
　なお、該酸価は、樹脂に用いるモノマーの種類や配合量を調整することにより、上記範
囲とすることができる。具体的には、樹脂製造時のアルコールモノマー成分比／酸モノマ
ー成分比、分子量を調整することにより制御できる。また、エステル縮重合後、末端アル
コールを多価酸モノマー（例えば、トリメリット酸）で反応させることに制御できる。
【００３３】
　また、ポリエステル樹脂を主成分とする他の樹脂成分を含有するハイブリッド樹脂であ
っても良い。例えば、ポリエステル樹脂とビニル系樹脂とのハイブリッド樹脂が挙げられ
る。ハイブリッド樹脂のような、ビニル系樹脂やビニル系共重合ユニットとポリエステル
樹脂の反応生成物を得る方法としては、ビニル系樹脂やビニル系共重合ユニット及びポリ
エステル樹脂のそれぞれと反応しうるモノマー成分を含むポリマーが存在しているところ
で、どちらか一方もしくは両方の樹脂の重合反応を行う方法が好ましい。
【００３４】
　［離型剤（ワックス）］
　本発明のトナーに用いられる離型剤としてのワックスとしては、特に限定されないが、
以下のものが挙げられる。低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、アルキレン
共重合体、マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス、フィッシャートロプシ
ュワックスの如き炭化水素系ワックス；酸化ポリエチレンワックスの如き炭化水素系ワッ
クスの酸化物又はそれらのブロック共重合物；カルナバワックスの如き脂肪酸エステルを
主成分とするワックス類；脱酸カルナバワックスの如き脂肪酸エステル類を一部又は全部
を脱酸化したもの。さらに、以下のものが挙げられる。パルミチン酸、ステアリン酸、モ
ンタン酸の如き飽和直鎖脂肪酸類；ブラシジン酸、エレオステアリン酸、バリナリン酸の
如き不飽和脂肪酸類；ステアリルアルコール、アラルキルアルコール、ベヘニルアルコー
ル、カルナウビルアルコール、セリルアルコール、メリシルアルコールの如き飽和アルコ
ール類；ソルビトールの如き多価アルコール類；パルミチン酸、ステアリン酸、ベヘン酸
、モンタン酸の如き脂肪酸類と、ステアリルアルコール、アラルキルアルコール、ベヘニ
ルアルコール、カルナウビルアルコール、セリルアルコール、メリシルアルコールの如き
アルコール類とのエステル類；リノール酸アミド、オレイン酸アミド、ラウリン酸アミド
の如き脂肪酸アミド類；メチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスカプリン酸アミ
ド、エチレンビスラウリン酸アミド、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミドの如き飽和
脂肪酸ビスアミド類；エチレンビスオレイン酸アミド、ヘキサメチレンビスオレイン酸ア
ミド、Ｎ，Ｎ’ジオレイルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジオレイルセバシン酸アミドの如
き不飽和脂肪酸アミド類；ｍ－キシレンビスステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’ジステアリル
イソフタル酸アミドの如き芳香族系ビスアミド類；ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸
カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムの如き脂肪族金属塩（一般に
金属石けんといわれているもの）；脂肪族炭化水素系ワックスにスチレンやアクリル酸の
如きビニル系モノマーを用いてグラフト化させたワックス類；ベヘニン酸モノグリセリド
の如き脂肪酸と多価アルコールの部分エステル化物；植物性油脂の水素添加によって得ら
れるヒドロキシル基を有するメチルエステル化合物。
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【００３５】
　これらのワックスの中でも、低温定着性、耐定着巻きつき性を向上させるという観点で
、パラフィンワックス、フィッシャートロプシュワックスの如き炭化水素系ワックスが好
ましい。
【００３６】
　該ワックスの含有量は、結着樹脂１００質量部に対して、０．５質量部以上２０質量部
以下で使用されることが好ましい。また、トナーの保存性と耐高温オフセット性の両立の
観点から、示差走査熱量分析装置（ＤＳＣ）で測定される昇温時の吸熱曲線において、温
度３０℃以上２００℃以下の範囲に存在する最大吸熱ピークのピーク温度が５０℃以上１
１０℃以下であることが好ましい。
【００３７】
　［着色剤］
　本発明の有色トナーに含有できる着色剤としては、以下のものが挙げられる。
【００３８】
　黒色着色剤としては、カーボンブラック；イエロー着色剤とマゼンタ着色剤及びシアン
着色剤とを用いて黒色に調色したものが挙げられる。着色剤には、顔料を単独で使用して
もかまわないが、染料と顔料とを併用してその鮮明度を向上させた方がフルカラー画像の
画質の点からより好ましい。
【００３９】
　マゼンタ着色顔料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、
２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、
１８、１９、２１、２２、２３、３０、３１、３２、３７、３８、３９、４０、４１、４
８：２、４８：３，４８：４、４９、５０、５１、５２、５３、５４、５５、５７：１、
５８、６０、６３、６４、６８、８１：１、８３、８７、８８、８９、９０、１１２、１
１４、１２２、１２３、１４６、１４７、１５０、１６３、１８４、２０２、２０６、２
０７、２０９、２３８、２６９、２８２；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９；Ｃ．Ｉ
．バットレッド１、２、１０、１３、１５、２３、２９、３５。
【００４０】
　マゼンタ着色染料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ソルベントレッド１、
３、８、２３、２４、２５、２７、３０、４９、８１、８２、８３、８４、１００、１０
９、１２１；Ｃ．Ｉ．ディスパースレッド９；Ｃ．Ｉ．ソルベントバイオレット８、１３
、１４、２１、２７；Ｃ．Ｉ．ディスパーバイオレット１の如き油溶染料、Ｃ．Ｉ．ベー
シックレッド１、２、９、１２、１３、１４、１５、１７、１８、２２、２３、２４、２
７、２９、３２、３４、３５、３６、３７、３８、３９、４０；Ｃ．Ｉ．ベーシックバイ
オレット１、３、７、１０、１４、１５、２１、２５、２６、２７、２８の如き塩基性染
料。
【００４１】
　シアン着色顔料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２、３
、１５：２、１５：３、１５：４、１６、１７；Ｃ．Ｉ．バットブルー６；Ｃ．Ｉ．アシ
ッドブルー４５、フタロシアニン骨格にフタルイミドメチル基を１～５個置換した銅フタ
ロシアニン顔料。
【００４２】
　シアン着色染料としては、Ｃ．Ｉ．ソルベントブルー７０がある。
【００４３】
　イエロー着色顔料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
、２、３、４、５、６、７、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、２３、
６２、６５、７３、７４、８３、９３、９４、９５、９７、１０９、１１０、１１１、１
２０、１２７、１２８、１２９、１４７、１５１、１５４、１５５、１６８、１７４、１
７５、１７６、１８０、１８１、１８５；Ｃ．Ｉ．バットイエロー１、３、２０。
【００４４】
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　イエロー着色染料としては、Ｃ．Ｉ．ソルベントイエロー１６２がある。
【００４５】
　上記着色剤の使用量は、結着樹脂１００質量部に対して、０．１質量部以上３０質量部
以下で使用されることが好ましい。
【００４６】
　［荷電制御剤］
　本発明のトナーには、必要に応じて荷電制御剤を含有させることもできる。トナーに含
有される荷電制御剤としては、公知のものが利用できるが、特に、無色でトナーの帯電ス
ピードが速く且つ一定の帯電量を安定して保持できる芳香族カルボン酸の金属化合物が好
ましい。
【００４７】
　ネガ系荷電制御剤としては、サリチル酸金属化合物、ナフトエ酸金属化合物、ジカルボ
ン酸金属化合物、スルホン酸又はカルボン酸を側鎖に持つ高分子型化合物、スルホン酸塩
或いはスルホン酸エステル化物を側鎖に持つ高分子型化合物、カルボン酸塩或いはカルボ
ン酸エステル化物を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合物、尿素化合物、ケイ素化合
物、カリックスアレーンが挙げられる。荷電制御剤はトナー粒子に対して内添しても良い
し外添しても良い。荷電制御剤の添加量は、結着樹脂１００質量部に対して、０．２質量
部以上１０質量部以下が好ましい。
【００４８】
　［外添剤］
　本発明では、必要に応じて流動性向上や摩擦帯電量調整のために、更に外添剤が添加さ
れていてもよい。
【００４９】
　当該外添剤としては、シリカ、酸化チタン、酸化アルミニウム、チタン酸ストロンチウ
ムの如き無機微粒子が好ましい。該無機微粒子は、シラン化合物、シリコーンオイル又は
それらの混合物の如き疎水化剤で疎水化処理されていることが好ましい。
【００５０】
　用いられる外添剤の比表面積としては、比表面積が１０ｍ2／ｇ以上５０ｍ2／ｇ以下の
無機微粒子が、外添剤の埋め込み抑制の観点で好ましい。
【００５１】
　また、該外添剤は、トナー粒子１００質量部に対して、０．１質量部以上５．０質量部
以下使用されることが好ましい。
【００５２】
　［キャリア］
　本発明のトナーは、長期にわたり安定した画像が得られるという点で、磁性キャリアと
混合して二成分系現像剤として用いることが好ましい。
【００５３】
　磁性キャリアとしては、例えば、表面を酸化した鉄粉、或いは、未酸化の鉄粉や、鉄、
リチウム、カルシウム、マグネシウム、ニッケル、銅、亜鉛、コバルト、マンガン、希土
類の如き金属粒子、それらの合金粒子、酸化物粒子、フェライト等の磁性体や、磁性体と
、この磁性体を分散した状態で保持するバインダー樹脂とを含有する磁性体分散樹脂キャ
リア（いわゆる樹脂キャリア）等、一般に公知のものを使用できる。
【００５４】
　［製造方法］
　本発明のトナーの製造方法は、乳化凝集法、溶融混練法、溶解懸濁法など従来公知のト
ナー製造方法であれば特に限定されないが、原材料の分散性の観点から溶融混練法が好ま
しい。
【００５５】
　溶融混練法は、トナー粒子の原材料であるトナー組成物を溶融混練し、得られた混練物
を粉砕することを特徴とする。製造方法の例を挙げて説明する。
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【００５６】
　原料混合工程では、トナー粒子を構成する材料として、結着樹脂、ワックス、着色剤、
荷電制御剤等の成分を、所定量秤量して配合し、混合する。混合装置の一例としては、ダ
ブルコン・ミキサー、Ｖ型ミキサー、ドラム型ミキサー、スーパーミキサー、ヘンシェル
ミキサー、ナウタミキサ、メカノハイブリッド（日本コークス工業株式会社製）などが挙
げられる。
【００５７】
　次に、混合した材料を溶融混練して、結着樹脂中に他原材料等を分散させる。溶融混練
工程では、加圧ニーダー、バンバリィミキサーの如きバッチ式練り機や、連続式の練り機
を用いることができ、連続生産できる優位性から、１軸又は２軸押出機が主流となってい
る。例えば、ＫＴＫ型２軸押出機（神戸製鋼所社製）、ＴＥＭ型２軸押出機（東芝機械社
製）、ＰＣＭ混練機（池貝鉄工製）、２軸押出機（ケイ・シー・ケイ社製）、コ・ニーダ
ー（ブス社製）、ニーデックス（日本コークス工業株式会社製）などが挙げられる。更に
、溶融混練することによって得られる樹脂組成物は、２本ロール等で圧延され、冷却工程
で水などによって冷却してもよい。
【００５８】
　ついで、樹脂組成物の冷却物は、粉砕工程で所望の粒径にまで粉砕される。粉砕工程で
は、例えば、クラッシャー、ハンマーミル、フェザーミルの如き粉砕機で粗粉砕した後、
更に、例えば、クリプトロンシステム（川崎重工業社製）、スーパーローター（日清エン
ジニアリング社製）、ターボ・ミル（ターボ工業製）やエアージェット方式による微粉砕
機で微粉砕する。
【００５９】
　その後、必要に応じて慣性分級方式のエルボージェット（日鉄鉱業社製）、遠心力分級
方式のターボプレックス（ホソカワミクロン社製）、ＴＳＰセパレータ（ホソカワミクロ
ン社製）、ファカルティ（ホソカワミクロン社製）の如き分級機や篩分機を用いて分級し
、トナー粒子を得る。
【００６０】
　その後、必要に応じ選択された無機微粉体や樹脂粒子などの外部添加剤を加えて混合他
の無機微粒子を外添し、流動性付与、帯電安定性を向上させてもよい。混合装置の一例と
しては、ダブルコン・ミキサー、Ｖ型ミキサー、ドラム型ミキサー、スーパーミキサー、
ヘンシェルミキサー、ナウタミキサ、メカノハイブリッド（日本コークス工業株式会社製
）などが挙げられる。
【００６１】
　次に、本発明に関わる各物性の測定方法について記載する。
【００６２】
　＜トナーの粘弾性の測定方法＞
　測定装置としては、回転平板型レオメーター「ＡＲＥＳ」（ＴＡ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮ
ＴＳ社製）を用いる。測定試料としては、２５℃の環境下で、錠剤成型器を用いて、トナ
ーを直径７．９ｍｍ、厚さ２．０±０．３ｍｍの円板状に加圧成型した試料を用いる。該
試料をパラレルプレートに装着し、室温（２５℃）から１００℃に１５分間で昇温して、
試料の形を整えた後、粘弾性の測定開始温度まで冷却し、測定を開始する。この際、初期
のノーマルフォースが０になるようにサンプルをセットすることが、重要である。また、
以下に述べるように、その後の測定においては、自動テンション調整（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎ
ｓｉｏｎ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ　ＯＮ）にすることで、ノーマルフォースの影響をキャ
ンセルできる。
【００６３】
　測定は、以下の条件（１）～（１０）で行う。
（１）直径７．９ｍｍのパラレルプレートを用いる。
（２）周波数（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）は６．２８ｒａｄ／ｓｅｃ（１．０Ｈｚ）とする。
（３）印加歪初期値（Ｓｔｒａｉｎ）を０．１％に設定する。
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（４）３０乃至２００℃の間を、昇温速度（Ｒａｍｐ　Ｒａｔｅ）２．０℃／ｍｉｎで測
定を行う。尚、測定においては、以下の自動調整モードの設定条件で行う。自動歪み調整
モード（Ａｕｔｏ　Ｓｔｒａｉｎ）で測定を行う。
（５）最大歪（Ｍａｘ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｓｔｒａｉｎ）を２０．０％に設定する。
（６）最大トルク（Ｍａｘ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）２００．０ｇ・ｃｍとし、
最低トルク（Ｍｉｎ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）０．２ｇ・ｃｍと設定する。
（７）歪み調整（Ｓｔｒａｉｎ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ）を「２０．０％　ｏｆ　Ｃｕｒ
ｒｅｎｔ　Ｓｔｒａｉｎ」と設定する。測定においては、自動テンション調整モード（Ａ
ｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ）を採用する。
（８）自動テンションディレクション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ
）をコンプレッション（Ｃｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ）と設定する。
（９）初期スタティックフォース（Ｉｎｉｔｉａｌ　Ｓｔａｔｉｃ　Ｆｏｒｃｅ）を１０
．０ｇ、自動テンションセンシティビティ（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｓｅｎｓｉｔｉ
ｖｉｔｙ）を４０．０ｇと設定する。
（１０）自動テンション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ）の作動条件は、サンプルモデュラ
ス（Ｓａｍｐｌｅ　Ｍｏｄｕｌｕｓ）が１．０×１０3Ｐａ以上である。
【００６４】
　＜結着樹脂の軟化点（Ｔｍ）の測定方法＞
　樹脂の軟化点の測定は、定荷重押し出し方式の細管式レオメータ「流動特性評価装置　
フローテスターＣＦＴ－５００Ｄ」（島津製作所社製）を用い、装置付属のマニュアルに
従って行う。本装置では、測定試料の上部からピストンによって一定荷重を加えつつ、シ
リンダに充填した測定試料を昇温させて溶融し、シリンダ底部のダイから溶融された測定
試料を押し出し、この際のピストン降下量と温度との関係を示す流動曲線を得ることがで
きる。
【００６５】
　本発明においては、「流動特性評価装置　フローテスターＣＦＴ－５００Ｄ」に付属の
マニュアルに記載の「１／２法における溶融温度」を軟化点とする。尚、１／２法におけ
る溶融温度とは、次のようにして算出されたものである。まず、流出が終了した時点にお
けるピストンの降下量Ｓｍａｘと、流出が開始した時点におけるピストンの降下量Ｓｍｉ
ｎとの差の１／２を求める（これをＸとする。Ｘ＝（Ｓｍａｘ－Ｓｍｉｎ）／２）。そし
て、流動曲線においてピストンの降下量がＸとなるときの流動曲線の温度が、１／２法に
おける溶融温度である。
【００６６】
　測定試料は、約１．０ｇの樹脂を、２５℃の環境下で、錠剤成型圧縮機（例えば、ＮＴ
－１００Ｈ、エヌピーエーシステム社製）を用いて約１０ＭＰａで、約６０秒間圧縮成型
し、直径約８ｍｍの円柱状としたものを用いる。
【００６７】
　ＣＦＴ－５００Ｄの測定条件は、以下の通りである。
試験モード：昇温法
開始温度：５０℃
到達温度：２００℃
測定間隔：１．０℃
昇温速度：４．０℃／ｍｉｎ
ピストン断面積：１．０００ｃｍ2

試験荷重（ピストン荷重）：１０．０ｋｇｆ（０．９８０７ＭＰａ）
予熱時間：３００秒
ダイの穴の直径：１．０ｍｍ
ダイの長さ：１．０ｍｍ
【００６８】
　＜結着樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）の測定＞
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　樹脂のガラス転移温度は、示差走査熱量分析装置「Ｑ１０００」（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕ
ｍｅｎｔｓ社製）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定する。
【００６９】
　装置検出部の温度補正はインジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジ
ウムの融解熱を用いる。具体的には、樹脂約５ｍｇを精秤し、アルミニウム製のパンの中
に入れ、リファレンスとして空のアルミニウム製のパンを用い、測定範囲３０乃至２００
℃の間で、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測定を行う。一度１８０℃まで昇温させ１０分間保
持し、続いて３０℃まで降温し、その後に再度昇温を行う。この２度目の昇温過程で、温
度３０乃至１００℃の範囲において比熱変化が得られる。このときの比熱変化が出る前と
出た後のベースラインの中間点の線と示差熱曲線との交点を、樹脂のガラス転移温度（Ｔ
ｇ）とする。
【００７０】
　＜結着樹脂の重量平均分子量の測定＞
　樹脂のＴＨＦ可溶分の分子量分布は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰ
Ｃ）により、以下のようにして測定する。
【００７１】
　４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラムに溶媒と
してテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を毎分１ｍｌの流量で流し、ＴＨＦ試料溶液を約１０
０μｌ注入して測定する。試料の分子量測定にあたっては試料の有する分子量分布を数種
の単分散ポリスチレン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント値との関係か
ら算出する。検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては例えば、東ソー社製あるいは
昭和電工社製の分子量が１０2～１０7程度のものを用い、少なくとも１０点程度の標準ポ
リスチレン試料を用いるのが適当である。また、検出器はＲＩ（屈折率）検出器を用いる
。尚、カラムとしては市販のポリスチレンジェルカラムを複数本組み合わせるのが良く、
例えば以下の組み合わせが挙げられる。昭和電工社製のｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８
０１，８０２，８０３，８０４，８０５，８０６，８０７，８００Ｐの組み合せや、東ソ
ー社製のＴＳＫｇｅｌ　Ｇ１０００Ｈ（ＨXL）、Ｇ２０００Ｈ（ＨXL）、Ｇ３０００Ｈ（
ＨXL）、Ｇ４０００Ｈ（ＨXL）、Ｇ５０００Ｈ（ＨXL）、Ｇ６０００Ｈ（ＨXL）、Ｇ７０
００Ｈ（ＨXL）、ＴＳＫｇｕｒｄ　ｃｏｌｕｍｎの組み合せ。
【００７２】
　また、試料は以下のようにして作製する。
【００７３】
　試料５０ｍｇをＴＨＦ１０ｍｌ中に入れ、２５℃で数時間放置した後、十分振とうし、
ＴＨＦとよく混ぜ（試料の合一体が無くなるまで）、更に１２時間以上静置する。尚、Ｔ
ＨＦ中における放置時間の合計が２４時間となるようにする。その後、サンプル処理フィ
ルター（ポアサイズ０．２μｍ以上０．５μｍ以下、例えばマイショリディスクＨ－２５
－２（東ソー社製）など使用できる。）を通過させたものをＧＰＣの試料とする。
【００７４】
　＜ワックスの融点の測定＞
　ワックスの融点は、示差走査熱量分析装置「Ｑ２０００」（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎ
ｔｓ社製）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定したＤＳＣ曲線において、
最大吸熱ピークのピーク温度を融点とする。
【００７５】
　装置検出部の温度補正はインジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジ
ウムの融解熱を用いる。具体的には、試料約２ｍｇを精秤し、これをアルミニウム製のパ
ンの中に入れ、リファレンスとして空のアルミニウム製のパンを用い、測定温度範囲３０
～２００℃の間で、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測定を行う。尚、測定においては、一度２
００℃まで昇温させ、続いて３０℃まで降温し、その後に再度昇温を行う。この２度目の
昇温過程での温度３０～２００℃の範囲におけるＤＳＣ曲線の最大の吸熱ピーク温度を融
点とする。
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【００７６】
　＜トナーの重量平均粒径（Ｄ４）の測定＞
　トナーの重量平均粒径（Ｄ４）は、１００μｍのアパーチャーチューブを備えた細孔電
気抵抗法による精密粒度分布測定装置「コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ
　３」（登録商標、ベックマン・コールター社製）と、測定条件設定及び測定データ解析
をするための付属の専用ソフト「ベックマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　
Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１」（ベックマン・コールター社製）を用いて、実効測定チャンネ
ル数２万５千チャンネルで測定し、測定データの解析を行ない、算出する。測定に使用す
る電解水溶液は、特級塩化ナトリウムを脱イオン水に溶解して濃度が約１質量％となるよ
うにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コールター社製）が使用
できる。
【００７７】
　尚、測定、解析を行なう前に、以下のように専用ソフトの設定を行なう。
【００７８】
　専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更画面」において、コントロールモードの
総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０．０
μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。閾値／ノイズレ
ベルの測定ボタンを押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カレントを
１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、測定後のアパー
チャーチューブのフラッシュにチェックを入れる。専用ソフトの「パルスから粒径への変
換設定画面」において、ビン間隔を対数粒径に、粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲
を２μｍから６０μｍまでに設定する。
【００７９】
　具体的な測定法は以下の（１）～（７）の通りである。
（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌの丸底ビーカー内に前記電解
水溶液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反
時計回りで２４回転／秒にて行なう。そして、解析ソフトの「アパーチャーのフラッシュ
」機能により、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去する。
（２）ガラス製の１００ｍｌの平底ビーカー内に前記電解水溶液約３０ｍｌを入れ、この
中に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機
ビルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業
社製）を脱イオン水で３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電気
的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）の水槽内に所定量の脱イオン水を
入れ、この水槽中に前記コンタミノンＮを約２ｍｌ添加する。
（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波分
散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよう
にビーカーの高さ位置を調整する。
（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー約１０ｍ
ｇを少量ずつ前記電解水溶液中に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波分
散処理を継続する。尚、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以下と
なる様に適宜調節する。
（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカー内に、ピペットを用いて
トナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調
整する。そして、測定粒子数が５０，０００個になるまで測定を行なう。
（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行ない、重量平均粒径（Ｄ４）
を算出する。尚、専用ソフトでグラフ／体積％と設定したときの、分析／体積統計値（算
術平均）画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である。
【実施例】
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【００８０】
　以下、製造例及び実施例により本発明を説明する。
【００８１】
　＜カラートナー用ポリエステル樹脂の製造例＞
　（低分子量ポリエステル樹脂Ｌの製造例１）
・ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
：７２．０質量部
・テレフタル酸：２８．０質量部
・２－エチルヘキサン酸錫（エステル化触媒）：０．５質量部
　冷却管、撹拌機、窒素導入管、及び、熱電対のついた反応槽に、上記材料を秤量した。
次にフラスコ内を窒素ガスで置換した後、撹拌しながら徐々に昇温し、２００℃の温度で
撹拌しつつ、４時間反応させた。さらに、反応槽内の圧力を８．３ｋＰａに下げ、１時間
維持した後、１８０℃まで冷却し、大気圧に戻した（第１反応工程）。
【００８２】
・無水トリメリット酸：３質量部
・ｔｅｒｔ－ブチルカテコール（重合禁止剤）：０．１質量部
　その後、上記材料を加え、反応槽内の圧力を８．３ｋＰａに下げ、温度１８０℃に維持
したまま、１時間反応させた。ＡＳＴＭ　Ｄ３６－８６に従って測定した軟化点が９４℃
に達したのを確認してから温度を下げて反応を止め（第２反応工程）、低分子量ポリエス
テル樹脂Ｌ－１を得た。得られた低分子量ポリエステル樹脂Ｌ－１の軟化点（Ｔｍ）は９
６℃、ガラス転移温度（Ｔｇ）は５７℃であった。
【００８３】
　（低分子量ポリエステル樹脂Ｌの製造例２乃至８）
　低分子量ポリエステル樹脂Ｌの製造例１において、反応条件を調整しながら、表１に示
す分子量、ガラス転移点、軟化点になるように反応条件を調整しながら、低分子量ポリエ
ステル樹脂Ｌ－２乃至Ｌ－８を製造した。得られた低分子量ポリエステル樹脂Ｌの物性を
表１に示す。
【００８４】

【表１】

【００８５】
　（高分子量ポリエステル樹脂Ｈの製造例１）
・ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
：７２．３質量部
・テレフタル酸：１８．３質量部
・フマル酸：２．９質量部
・２－エチルヘキサン酸錫（エステル化触媒）：０．５質量部
　冷却管、撹拌機、窒素導入管、及び、熱電対のついた反応槽に、上記材料を秤量した。
次にフラスコ内を窒素ガスで置換した後、撹拌しながら徐々に昇温し、２００℃の温度で
撹拌しつつ、２時間反応させた。さらに、反応槽内の圧力を８．３ｋＰａに下げ、１時間
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維持した後、１８０まで冷却し、大気圧に戻した（第１反応工程）。
【００８６】
・無水トリメリット酸：６．５質量部
・ｔｅｒｔ－ブチルカテコール（重合禁止剤）：０．１質量部
　その後、上記材料を加え、反応槽内の圧力を８．３ｋＰａに下げ、温度１６０℃に維持
したまま、１５時間反応させた。ＡＳＴＭ　Ｄ３６－８６に従って測定した軟化点が１３
２℃に達したのを確認してから温度を下げて反応を止め（第２反応工程）、高分子量ポリ
エステル樹脂Ａ（Ｈ）－１を得た。得られた高分子量ポリエステル樹脂Ａ（Ｈ）－１の軟
化点（Ｔｍ）は１３２℃、ガラス転移温度（Ｔｇ）は６１℃であった。
【００８７】
　（高分子量ポリエステル樹脂Ｈの製造例２乃至７）
　高分子量ポリエステル樹脂Ｈの製造例１において、反応条件を調整しながら、表２に示
す分子量、ガラス転移点、軟化点になるように反応条件を調整しながら、、高分子量ポリ
エステル樹脂Ｈ－２乃至Ｈ－７を製造した。得られた高分子量ポリエステル樹脂Ｈの物性
を表２に示す。
【００８８】
【表２】

【００８９】
　＜透明トナー用ハイブリット樹脂の製造例＞
　（ハイブリット樹脂Ｍの製造例１）
・スチレン１０質量部
・２－エチルヘキシルアクリレート５質量部
・フマル酸２質量部
・α－メチルスチレンの２量体５質量部
にジクミルパーオキサイドを滴下ロートに入れた。
【００９０】
　また、ポリエステル樹脂ユニットの材料として、
ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン２
５質量部、ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン１５質量部、テレフタル酸９質量部
無水トリメリット酸５質量部
フマル酸２４質量部と、更に、
・２－エチルヘキサン酸錫（エステル化触媒）：０．５質量部
をガラス製４リットルの四つ口フラスコに入れ、温度計、撹拌棒、コンデンサー及び窒素
導入管を四つ口フラスコに取りつけ、この四つ口フラスコをマントルヒーター内に設置し
た。次に四つ口フラスコ内を窒素ガスで置換した後、撹拌しながら徐々に昇温し、１３０
℃の温度で撹拌しつつ、先の滴下ロートより、ビニル系共重合体の単量体及び重合開始剤
を約４時間かけて滴下した。次いで２００℃に昇温を行い、約４時間反応させてハイブリ
ッド樹脂を得た。
【００９１】
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　得られたハイブリッド樹脂のＧＰＣによるＴＨＦ可溶分の分子量測定結果は、Ｍｗが８
．９×１０4、Ｍｎは３．８×１０3であった。また、ガラス転移点は６２℃であった。
【００９２】
　（ハイブリット樹脂Ｍの製造例２乃至１６）
　ハイブリット樹脂Ｍの製造例１において、反応条件を調整しながら、表３に示す分子量
、ガラス転移点、軟化点になるように反応条件を調整しながら、ハイブリット樹脂Ｍ－２
乃至Ｍ－１６を製造した。得られたハイブリット樹脂Ｍの物性を表３に示す。
【００９３】
【表３】

【００９４】
　＜カラートナーの製造例１＞
・低分子量ポリエステル樹脂Ｌ－１　　　　　　　　　　　　　　　７５．００質量部
・高分子量ポリエステル樹脂Ｈ－１　　　　　　　　　　　　　　　２５．００質量部
・フィッシャートロプシュワックス（最大吸熱ピークのピーク温度９０℃）５．００質量
部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　５．００質量部
・３，５－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物　　　　　　０．５０質量部
　上記処方で示した原材料をヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５型、三井鉱山（株）製）を
用いて、回転数２０ｓ-1、回転時間５ｍｉｎで混合した後、温度１２５℃に設定した二軸
混練機（ＰＣＭ－３０型、株式会社池貝製）にて混練した。得られた混練物を冷却し、ハ
ンマーミルにて１ｍｍ以下に粗粉砕し、粗砕物を得た。得られた粗砕物を、機械式粉砕機
（Ｔ－２５０、ターボ工業（株）製）にて微粉砕した。さらに回転型分級機（２００ＴＳ
Ｐ、ホソカワミクロン社製）を用い、分級を行い、トナー粒子を得た。回転型分級機（２
００ＴＳＰ、ホソカワミクロン社製）の運転条件は、分級ローター回転数を５０．０ｓ-1

で分級を行った。得られたトナー粒子は、重量平均粒径（Ｄ４）が６．８μｍであった。
【００９５】
　得られたトナー粒子１００．０質量部に、イソブチルトリメトキシシラン１５．０質量
％で表面処理した一次平均粒子径５０ｎｍの酸化チタン微粒子０．５質量部、及びヘキサ
メチルジシラザン２０．０質量％で表面処理した一次平均粒子径１５ｎｍの疎水性シリカ
微粒子１．０質量部を添加し、ヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株）製ＦＭ－７５
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型）で混合し、目開き５４μｍの超音波振動篩を通過させカラートナー１を得た。
【００９６】
　＜カラートナーの製造例２乃至１８＞
低分子量ポリエステル樹脂Ｌ－１及び高分子量ポリエステル樹脂Ｈ－１をそれぞれ表４に
示す樹脂に変更する以外はカラートナーの製造例１と同様にして、カラートナー２乃至１
８を得た。得られたカラートナーの物性を表４に示す。
【００９７】
【表４】

【００９８】
　＜透明トナーの製造例１＞
・ハイブリット樹脂Ｍ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００．００質量部
・フィッシャートロプシュワックス（最大吸熱ピークのピーク温度７５℃）５．００質量
部
・３，５－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物　　　　　　０．５０質量部
　上記処方で示した原材料をヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５型、三井鉱山（株）製）を
用いて、回転数２０ｓ-1、回転時間５ｍｉｎで混合した後、温度１２５℃に設定した二軸
混練機（ＰＣＭ－３０型、株式会社池貝製）にて混練した。得られた混練物を冷却し、ハ
ンマーミルにて１ｍｍ以下に粗粉砕し、粗砕物を得た。得られた粗砕物を、機械式粉砕機
（Ｔ－２５０、ターボ工業（株）製）にて微粉砕した。さらに回転型分級機（２００ＴＳ
Ｐ、ホソカワミクロン社製）を用い、分級を行い、トナー粒子を得た。回転型分級機（２
００ＴＳＰ、ホソカワミクロン社製）の運転条件は、分級ローター回転数を５０．０ｓ-1

で分級を行った。得られたトナー粒子は、重量平均粒径（Ｄ４）が５．８μｍであった。
【００９９】
　得られたトナー粒子１００．０質量部に、イソブチルトリメトキシシラン１５．０質量
％で表面処理した一次平均粒子径５０ｎｍの酸化チタン微粒子０．５質量部、及びヘキサ
メチルジシラザン２０．０質量％で表面処理した一次平均粒子径１５ｎｍの疎水性シリカ
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微粒子１．０質量部を添加し、ヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株）製ＦＭ－７５
型）で混合し、目開き５４μｍの超音波振動篩を通過させカラートナー１を得た。
【０１００】
　＜透明トナーの製造例２乃至１６＞
　ハイブリット樹脂Ｍ－１を、ハイブリット樹脂Ｍ－２乃至１６に変更する以外は、透明
トナーの製造例１と同様にして、透明トナー２乃至１６を得た。得られた透明トナーの物
性を表５に示す。
【０１０１】
【表５】

【０１０２】
　＜磁性コア粒子１の製造例＞
・工程１（秤量・混合工程）：
Ｆｅ2Ｏ3　　　　　　　　　　　　　　　　　６２．０質量部
ＭｎＣＯ3　　　　　　　　　　　　　　　　３０．０質量部
Ｍｇ（ＯＨ）2　　　　　　　　　　　　　　　７．０質量部
ＳｒＣＯ3　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０質量部
　上記材料を上記組成比となるようにフェライト原材料を秤量した。その後、直径１／８
インチのステンレスビーズを用いた乾式振動ミルで５時間粉砕・混合した。
・工程２（仮焼成工程）：
　得られた粉砕物をローラーコンパクターにて、約１ｍｍ角のペレットにした。このペレ
ットを目開き３ｍｍの振動篩にて粗粉を除去し、次いで目開き０．５ｍｍの振動篩にて微
粉を除去した後、バーナー式焼成炉を用いて、窒素雰囲気下（酸素濃度０．０１体積％）
で、温度１０００℃で４時間焼成し、仮焼フェライトを作製した。得られた仮焼フェライ
トの組成は、下記の通りである。
（ＭｎＯ）a（ＭｇＯ）b（ＳｒＯ）c（Ｆｅ2Ｏ3）d

上記式において、ａ＝０．２５７、ｂ＝０．１１７、ｃ＝０．００７、ｄ＝０．３９３
・工程３（粉砕工程）：
　クラッシャーで０．３ｍｍ程度に粉砕した後に、直径１／８インチのジルコニアビーズ
を用い、仮焼フェライト１００質量部に対し、水を３０質量部加え、湿式ボールミルで１
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時間粉砕した。そのスラリーを、直径１／１６インチのアルミナビーズを用いた湿式ボー
ルミルで４時間粉砕し、フェライトスラリー（仮焼フェライトの微粉砕品）を得た。
・工程４（造粒工程）：
　フェライトスラリーに、仮焼フェライト１００質量部に対して分散剤としてポリカルボ
ン酸アンモニウム１．０質量部、バインダーとしてポリビニルアルコール２．０質量部を
添加し、スプレードライヤー（製造元：大川原化工機）で、球状粒子に造粒した。得られ
た粒子を粒度調整した後、ロータリーキルンを用いて、６５０℃で２時間加熱し、分散剤
やバインダーの有機成分を除去した。
・工程５（焼成工程）：
　焼成雰囲気をコントロールするために、電気炉にて窒素雰囲気下（酸素濃度１．００体
積％）で、室温から温度１３００℃まで２時間で昇温し、その後、温度１１５０℃で４時
間焼成した。その後、４時間をかけて、温度６０℃まで降温し、窒素雰囲気から大気に戻
し、温度４０℃以下で取り出した。
・工程６（選別工程）：
　凝集した粒子を解砕した後に、磁力選鉱により低磁力品をカットし、目開き２５０μｍ
の篩で篩分して粗大粒子を除去し、体積分布基準の５０％粒径（Ｄ５０）３７．０μｍの
磁性コア粒子１を得た。
【０１０３】
　＜被覆樹脂１の調製＞
シクロヘキシルメタクリレートモノマー　　　　　　　　　　　　　　２６．５質量％
メチルメタクリレートモノマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量％
メチルメタクリレートマクロモノマー　　　　　　　　　　　　　　　　８．０質量％
（片末端にメタクリロイル基を有する重量平均分子量５０００のマクロモノマー）
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．０質量％
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．０質量％
アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量％
　上記材料のうち、シクロヘキシルメタクリレート、メチルメタクリレート、メチルメタ
クリレートマクロモノマー、トルエン、メチルエチルケトンを、還流冷却器、温度計、窒
素導入管及び撹拌装置を取り付けた四つ口のセパラブルフラスコに入れ、窒素ガスを導入
して窒素ガスで系内を置換した。その後、８０℃まで加温し、アゾビスイソブチロニトリ
ルを添加して５時間還流し重合させた。得られた反応物にヘキサンを注入して共重合体を
沈殿析出させ、沈殿物を濾別後、真空乾燥して被覆樹脂１を得た。得られた被覆樹脂１を
３０質量部、トルエン４０質量部、メチルエチルケトン３０質量部に溶解させて、重合体
溶液１（固形分３０質量％）を得た。
【０１０４】
　＜被覆樹脂溶液１の調製＞
重合体溶液１（樹脂固形分濃度３０％）　　　　　　　　　　　　　　３３．５質量％
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６．０質量％
カーボンブラック（Ｒｅｇａｌ３３０；キャボット社製）　　　　　　　０．５質量％
（一次粒径２５ｎｍ、窒素吸着比表面積９４ｍ2／ｇ、ＤＢＰ吸油量７５ｍｌ／１００ｇ
）
を、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用いて、ペイントシェーカーで２時間分散をお
こなった。得られた分散液を、５．０μｍのメンブランフィルターで濾過をおこない、被
覆樹脂溶液１を得た。
【０１０５】
　＜磁性キャリア１の製造例＞
　（樹脂被覆工程）：
　常温で維持されている真空脱気型ニーダーに被覆樹脂溶液１を、充填コア粒子１の１０
０質量部に対して樹脂成分として２．５質量部になるように投入した。投入後、回転速度
３０ｒｐｍで１５分間撹拌し、溶媒が一定以上（８０質量％）揮発した後、減圧混合しな
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がら８０℃まで昇温し、２時間かけてトルエンを留去した後冷却した。得られた磁性キャ
リアを、磁力選鉱により低磁力品を分別し、開口７０μｍの篩を通した後、風力分級器で
分級し、体積分布基準の５０％粒径（Ｄ５０）３８．２μｍの磁性キャリア１を得た。
【０１０６】
　＜カラートナー用二成分現像剤１の製造例＞
　カラートナー１と磁性キャリア１とで、トナー濃度が９質量％になるようにＶ型混合機
（Ｖ－１０型：株式会社徳寿製作所）で０．５ｓ-1、回転時間５ｍｉｎで混合し、カラー
トナー用二成分系現像剤１を得た。
【０１０７】
　＜カラートナー用二成分現像剤２乃至１８の製造例＞
　カラートナー１を、カラートナー２乃至１８に変更する以外は、カラートナー用二成分
現像剤１の製造例と同様にして、カラートナー用二成分現像剤２乃至１８を得た。
【０１０８】
　＜透明トナー用二成分現像剤１の製造例＞
　透明トナー１と磁性キャリア１とで、トナー濃度が９質量％になるようにＶ型混合機（
Ｖ－１０型：株式会社徳寿製作所）で０．５ｓ-1、回転時間５ｍｉｎで混合し、透明トナ
ー用二成分系現像剤１を得た。
【０１０９】
　＜透明トナー用二成分現像剤２乃至１６の製造例＞
　透明トナー１を、透明トナー２乃至１６に変更する以外は、透明トナー用二成分現像剤
１の製造例と同様にして、透明トナー用二成分現像剤２乃至１６を得た。
【０１１０】
　［実施例１］
　以下の方法（１）～（４）に従って、トナーの性能評価を行った。
【０１１１】
　キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ８００のシアンステーションに
上記カラートナー用二成分系現像剤１を入れ、ＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙
上への載り量が１．２ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を適宜調整し、Ａ４評価紙先端
から３ｃｍ、評価紙中心の位置に４ｃｍ×１５ｃｍのベタ画像を形成した定着画像を出力
した。この時の定着スピードは、４００ｍｍ／ｓｅｃに調整した。
【０１１２】
　続いて、キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ１＋のクリアステーシ
ョンに、上記クリアトナー用二成分系現像剤１を入れ、ＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のト
ナーの紙上への載り量が０．４５ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を適宜調整し、上記
シアン出力画像を用いて、クリアトナーでＡ４評価紙先端から５ｃｍ、評価紙中心の位置
に４ｃｍ×１５ｃｍの透明トナーのベタ画像を形成し定着画像を出力した。この時の定着
スピードは、２００ｍｍ／ｓｅｃに調整した。
【０１１３】
　出力された画像は、図１に示すにように、シアントナー単色画像部１（２ｃｍ×１５ｃ
ｍ）、シアントナーと透明トナーにより形成した画像部２（２ｃｍ×１５ｃｍ）、透明ト
ナーにより形成した白地部（２ｃｍ×１５ｃｍ）が形成されていた。
【０１１４】
　評価紙としては、コート紙：ＯＫトップコート＋（Ａ４　１２７．９ｇ／ｍ2）（王子
製紙）を用いた。
【０１１５】
　（１）画像部―白地部　光沢一様性評価
　上記画像サンプルにおいて、シアントナーと透明トナーで形成した画像部２及び透明ト
ナーで形成した白地部のそれぞれの画像上１０点の光沢度（グロス）を測定し、その平均
値を画像部及び白地部の光沢度（％）とし、その差分Δ（画像部光沢度（％）―白地部光
沢度（％））により光沢一様性を評価した。評価結果を表７に示す。
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【０１１６】
　画像光沢度（グロス）の測定は、ハンディ型グロスメーターＰＧ－１Ｍ（日本電色工業
株式会社製）を用いて、投稿角度、受光角度をそれぞれ６０°に合わせて行った。
【０１１７】
　評価基準は以下の様にした。
Ａ：１．０％未満　　　　　　　（非常に優れている）
Ｂ：１．０％以上３．０％未満　（優れている）
Ｃ：３．０％以上５．０％未満　（やや優れている）
Ｄ：５．０％以上７．０％未満　（従来技術レベル；本発明において許容レベル）
Ｅ：７．０％以上　　　　　　　（従来より劣る；本発明において実用不可レベル）
【０１１８】
　（２）「透かし」画像認知性評価
　上記評価サンプルにおいて、シアントナーのみで形成した画像部１と、シアントナーと
透明トナーで形成した画像部２のそれぞれの画像上１０点の光沢度（グロス）を測定し、
その平均値を画像部１及び画像部２の光沢度（％）とし、その差分Δ（画像部１の光沢度
（％）―画像部２の光沢度（％））により「透かし」画像に認知性を評価した。評価結果
を表７に示す。
【０１１９】
　評価基準は以下の様にした。
Ａ：８．０％以上　　　　　　（非常に優れている）
Ｂ：６．０％以上８．０％未満　（優れている）
Ｃ：４．０％以上６．０％未満　（やや優れている）
Ｄ：２．０％以上４．０％未満　（従来技術レベル；本発明において許容レベル）
Ｅ：２．０％未満　　　　　　　（従来より劣る；本発明において実用不可レベル）
【０１２０】
　（３）定着性評価
　キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ８００のシアンステーションに
カラートナー用二成分系現像剤１を入れた現像器を搭載し、ブラックステーションに透明
トナー用二成分系現像剤１を入れた現像器を搭載し、定着温度を取り外した状態で画像形
成できるように改造し、未定着画像を形成した。評価には、普通紙：ＯＳＥ　ＴＯＰ　Ｃ
ＯＬＯＲ　ＰＡＰＥＲ（Ａ４　１００．０ｇ／ｍ2）（キヤノンマーケティングジャパン
株式会社より販売）を用いた。
【０１２１】
　カラートナー画像のＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への載り量が１．２ｍ
ｇ／ｃｍ2、透明トナー画像のＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への載り量が
０．４５ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を適宜調整し、Ａ４評価紙先端から３ｃｍ、
評価紙中心の位置に２ｃｍ×１０ｃｍのベタ未定着画像を形成した。未定着画像は常温低
湿環境下（２５℃／５％ＲＨ）に２４時間調湿した。
【０１２２】
　キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ８００から定着器を取り出し、
プロセススピード、上下の定着部材温度を独立に制御できるように改造した定着試験用治
具を用い低温低湿環境下（１５℃／１０％ＲＨ）準備した。定着スピードを４００ｍｍ／
ｓｅｃに調整し、下ベルト温度は９０℃に固定した状態で、前記定着試験用治具の上ベル
ト温度を１００～２００℃の範囲で５℃おきに調整した。前記の調湿済み未定着画像を通
紙した。定着器を通過させた定着画像を４．９ｋＰａの荷重をかけたレンズクリーニング
ワイパー（ダスパー　小津産業株式会社製）で５往復摺擦し、摺擦前後の光沢度の低下率
が５％以下になる点を定着温度とした。５％以下の光沢度低下がおこると定着できていな
いとの判定基準のもと、光沢度低下率５％を超えない最も低い上ベルト設定温度を定着開
始温度とし、下記の評価基準に従って評価した。評価結果を表７に示す。
【０１２３】
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　（評価基準：低温定着性）
Ａ：１１０℃未満　　　　　　　（非常に優れている）
Ｂ：１１０℃以上１４０℃未満　（優れている）
Ｃ：１４０℃以上１５５℃未満　（やや優れている）
Ｄ：１５５℃以上１８０℃未満　（従来技術レベル；本発明において許容レベル）
Ｅ：１８０℃以上　　　　　　　（従来より劣る；本発明において実用不可レベル）
【０１２４】
　（４）耐ホットオフセット性
　評価には、普通紙：ＣＳ－６８０（Ａ４；６８．０ｇ／ｍ2）（キヤノンマーケティン
グジャパン株式会社より販売）を用いた。
【０１２５】
　カラー画像のＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への載り量が０．１０ｍｇ／
ｃｍ2、透明トナー画像のＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への載り量が０．
０４ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を調整し、未定着のＦＦＨ画像を得た。
【０１２６】
　その後、低温定着性評価と同様に、キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ
　Ｃ８００から取り外した定着器を改造した定着評価治具を用いて常温低湿環境（２３℃
／１０％ＲＨ）にて評価を行った。定着スピードを２００ｍｍ／ｓｅｃに調整し、下ベル
ト温度は９０℃に固定した状態で、定着温度を１００～２００℃の範囲で５℃おきに調整
し、各定着温度における定着画像の白地部について反射率を測定し、最大値をＤB（％）
とした。
【０１２７】
　画出し前の評価紙での反射率の５箇所での平均値をＤA（％）とし、ＤA（％）とＤB（
％）の差が０．５％を超えない、最も高い定着温度を定着上限温度（ホットオフセット開
始温度）とし、下記の基準にて耐ホットオフセット性を評価した。評価結果を表７に示す
。
【０１２８】
反射率は、リフレクトメータ（「ＲＥＦＬＥＣＴＯＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ－６Ｄ
Ｓ」、東京電色株式会社製）によって測定した。
【０１２９】
　（評価基準：耐ホットオフセット性）
Ａ：２２０℃以上　　　　　　　（非常に優れている）
Ｂ：２０５℃以上２２０℃未満　（優れている）
Ｃ：１９０℃以上２０５℃未満　（やや優れている）
Ｄ：１７５℃以上１９０℃未満　（従来技術レベル；本発明において許容レベル）
Ｅ：１７５℃未満　　　　　　　（従来より劣る；本発明において実用不可レベル）
【０１３０】
　［実施例２］
　実施例１において、光沢一様性、「透かし」画像認知性の評価用サンプル作製するため
の、キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ８００の定着スピードを、３
５０ｍｍ／ｓｅｃ、キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ１＋のの定着
スピードを１７５ｍｍ／ｓｅｃに変更する以外は同様にして評価を行った。評価結果を表
７に示す。
【０１３１】
　［実施例３］
　キヤノン製フルカラー複写機ｉｍａｇｅＰＲＥＳＳ　Ｃ８００のシアンステーションに
上記カラートナー用二成分系現像剤１を入れ、ブラックステーションに透明トナー用二成
分現像剤１を入れ、透明トナーを用い、ＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への
載り量が０．４５ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を適宜調整して、Ａ４評価紙先端か
ら５ｃｍ、評価紙中心の位置に４ｃｍ×１５ｃｍの透明トナーのベタ画像ができるように
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【０１３２】
　その後、シアントナーを用い、ＦＦＨ画像（以下、ベタ部）のトナーの紙上への載り量
が１．２ｍｇ／ｃｍ2となるように現像条件を適宜調整して、Ａ４評価紙先端から３ｃｍ
、評価紙中心の位置に４ｃｍ×１５ｃｍのベタ画像ができるように画像形成し、一次転写
体に転写した。その後形成された複合画像を評価紙へ２次転写し、一括定着して、定着画
像を出力した。この時、定着スピードは３２５ｍｍ／ｓｅｃとした。
【０１３３】
　得られた定着画像は、シアントナー上層に透明トナーが配置されており、図１に示すに
ように、シアントナー単色画像部１（２ｃｍ×１５ｃｍ）、シアントナーと透明トナーに
より形成した画像部２（２ｃｍ×１５ｃｍ）、透明トナーにより形成した白地部（２ｃｍ
×１５ｃｍ）が形成されていた。
【０１３４】
　評価紙としては、コート紙：ＯＫトップコート＋（Ａ４；１２７．９ｇ／ｍ2）（王子
製紙）を用いた。
【０１３５】
　［実施例４乃至２７、比較例１乃至５］
　実施例３において、表６に示すように、カラートナー用二成分現像剤２乃至１８、透明
トナー用二成分現像剤２乃至１６に変更する以外は同様にして評価した。評価結果を表７
に示す。
【０１３６】
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【表６】

【０１３７】
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【表７】
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